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SUMMARY
	 Taiwan is one of the most seismically active regions on earth and has seriously 
suffered from major earthquakes. However, Taiwan’s disaster response in recent years 
has been remarkably developed, and disaster response articles has been frequently 
featured. To clarify how such an evolution has been possible, we examined major 
disaster cases that have occurred in Taiwan and analyzed the institutional, technical, 
and operational changes, which showed the current state of disaster response in 
Taiwan.
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1．はじめに

　台湾は環太平洋火山帯に位置すると同時に，

ユーラシアプレートとフィリピン海プレートの

衝突帯に立地するという地質学的特性を有する

ため，地震の多発地帯である．

　本稿では，1895 年の日本統治開始以降を対象

に，台湾の災害対応を 7 つのフェーズの年代に

分け，台湾の政府の変遷，それに伴う消防組織

の変化，主要な地震に対する対応という観点か

らそれぞれフェーズにおいて台湾の災害対応力

がいかに形成・進化してきたか歴史的経緯を述

べる．

2．台湾における災害対応の歴史と具体例

　台湾における行政の災害対応について，Kuo

は，台湾の災害対応を 2 つの時期（断片的な省

令や政令による対応がなされていた時期，自然

災害・技術災害を網羅する国家レベルの法的基

盤が整備された時期）に分類している［1］．佐々
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木は，台湾における災害史と法制度の整備を 3

つの時期（1958年～1960年代，1970年代～1998

年，1999 年～現在）に分類している［2］．Liang-

Chung Chen らは，自然災害管理システムの進

化を 4 段階（災害対応関連法がなにもない期間，

台湾省防救天然災害及び善後処理方法の期間，

災害防止救助法案の期間，災害防止救助法の期

間）に分類している［3］．吳毓昌は，台湾におけ

る行政の災害対応を 6 つのフェーズ（日本統治

時代，災害防救法未整備の時期，台湾省防救天

然災害及び善後処理方法の時期，災害防救方案

時期，災害防救法時期，災害防救法修正の時期）

に分類している［4］．本稿では，主に吳の分類に

基づき，吳が言及していない 2017 年以降を 7 つ

目のフェーズとして台湾の災害対応を 7 つのフ

ェーズに分けて論じる．

2.1　日本統治時代（ 1895 年～1945 年）

　台湾が日本の植民地下にあった 1895 年から

1945 年の間において，災害発生時の対応は，台

湾総督府および日本軍によって主導されてい

た［4］．1902年台北で官設の台北消防組が成立し，

以後，自治的消防から公的常備を目指した［5］．

1921 年「台湾消防組規則」と施行規則が公布さ

れ，総督府が全島の消防事務を統一監督した［6］．

1943 年日本統治末期に台湾警防団令により主要

都市で消防署の設置が制度化され，警察系統と

の接続が強化された［7］．

　この時期に発生した大規模な災害は，梅山地

震，新竹台風，新竹・台中地震，中埔地震であ

った．

　梅山地震は，1906 年 3 月 17 日に発生し，台

湾中部の嘉義を中心に被害をもたらした．地震

の規模は，マグニチュード 7.1，震源の位置北

緯 23.55 度 東経 120.45 度，震源の深さ 6 キロ

メートル，死者 1,258 人，負傷者 2,385 人，家

屋全壊 6,769 戸，家屋損壊・半壊 14,218 戸であ

った［8］,［9］,［10］．

　発災当時の台湾には独立した消防庁はなく，

都市部の消防は警察系統と消防組が担う体制で

あった．救助・救護・物資配給の全体指揮は台

湾総督府が執り，各地方役所（州廳）の警察・

衛生部門，軍隊を動員して対応した［11］．

　新竹・台中地震は，1935 年 4 月 21 日に発生

し，新竹や台中を中心に被害をもたらした．地

震の規模は，マグニチュード 7.1，震源の位置

北緯 24.30 度，東経 120.75 度，震源の深さ 3 キ

ロメートル，死者 3,276 人，負傷者 12,053 人，

家屋全壊 17,907 戸，家屋損壊・半壊 36,781 戸

であった［8］,［9］,［12］．

　同地震は，1895 年以降の台湾での地震の中で

死者が最も多い地震であった．発生直後，台湾

総督府は府内に「震災救護事務所」を設置し，

州廳・郡役所に人員と経費の投入を指示．1935

年 4 月 27 日には「震災復興計画」を決定し，震

災地復興委員会を設けて復旧・復興資金の配分

と工事を統括した．これに基づいて，各地に「復

興詰所」が置かれ，実動・会計・資材調達が運

用された［13］．

　中埔地震は，1941 年 12 月 17 日に発生し，雲

林，嘉義，台南地域を中心に被害をもたらした．

地震の規模は，マグニチュード 7.2，震源の位

置北緯 23.40 度，東経 120.48 度，震源の深さ

12 キロメートル，死者 360 人，負傷者 729 人，

家屋全壊 4,481 戸，家屋損壊・半壊 6,787 戸で

あった［8］［9］,［14］．

　州廳・郡役所が主導して，負傷者の搬送・救

護所の設置，物資配給の手配を実施した［15］．

2.2　災害防救法未整備の時期（ 1946 年～1965

年 4 月）

　1945 年太平洋戦争終結により，台湾の日本統

治が終了し，台湾は 1912 年に成立していた中華

民国の一部となった．1949 年の中華人民共和国
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の成立に伴い，台湾が中華民国となった．中華

民国政府は，災害時には，中央政府や地方政府

の職員に加え，軍隊および警察が現場対応に動

員されたものの，その役割は主に被災者の救助

や生活支援といった初動的な救援活動に限定さ

れていた［4］．

　1947年に中華民国の内政部（注1）が主導して「各

級消防組織設置辦法」が制定された．同法によ

り，各県市の消防組織を消防隊に改称，民間は

義勇消防隊に統一され，各県市の警察局内に消

防警察隊を設置する方向が固まった．また，1958

年に正式に消防警察隊が編制された［7］．この時

期は統合的な防災基本法がなく，重大災害時は

軍・警察・行政職員の動員と復旧中心の運用が

主であった［16］．

　この時期に発生した大規模な災害は，八七水

災，恒春地震，蘇澳地震，白河地震であった．

　八七水災は，1959 年 8 月 7 日から 9 日にかけ

て台湾中南部を中心に発生した大規模水害であ

った［17］．熱帯低気圧と台風エレンの藤原効果（2

つ以上の熱帯低気圧が 1,000km 以内に接近した

時，互いに影響し合って通常とは異なる複雑な

動きをする現象）により中南部で記録的豪雨が

降り，3 日間で 800 〜 1,200 ミリに達する累積

雨量を観測した地域もあった［17］．この豪雨によ

り，死者 667 人，行方不明 408 人，負傷者 942

人，住宅全壊 27,466 棟，半壊 18,303 棟，農地

被害 136,542 ヘクタールの甚大な被害が発生し

た［47］．災害対応は省政府・県市政府による行政

動員と国軍の派遣，住民ボランティアの大規模

投入によって行われた［17］.

　恒春地震は，1959 年 8 月 15 日に発生し，台

湾台南市東北部の新化地域を中心に被害が発生

した．地震の規模はマグニチュード 7.1，震源

の位置北緯 21.7 度，東経 121.3 度，震源の深さ

20 キロメートル，死者 17 人，負傷者 68 人，家

屋全壊 1,214 戸，家屋損壊・半壊 1,375 戸であ

った［8］,［9］．

　各県市の警察局内の「消防警察隊」が災害救

助の実働部隊となった．倒壊家屋からの救出・

負傷者搬送，夜間巡視と延焼警戒，危険家屋の

応急撤去・道路啓開など，警察局配下の消防警

察隊が中心となって展開された．特に，被害が

集中した屏東県で活動が集中的に行われた［18］．

消防警察隊は1958年に各県市で警察局の編成に

正式に組み込まれたもので，以後，消防は警察

所掌で運用された［7］．

　蘇澳地震は，1963 年 2 月 13 日に発生し，宜

蘭県を中心に被害が発生した．地震の規模はマ

グニチュード 7.3，震源の位置北緯 24.35 度，東

経 122.06 度，震源の深さ 35 キロメートル，死

者は 3 人，家屋全壊 6 戸であった［8］,［9］．被災地

は沿岸部の平野に位置し，散村型の低層住宅が

主体で，大規模集合住宅や高層ビルはほとんど

見られなかったため，地震の規模に反して被害

が大きくならなかった［19］．

　白河地震は，1964 年 1 月 18 日に発生し，台

南市と嘉義県を中心に被害が発生した．地震の

規模はマグニチュード 6.3，震源の位置北緯

23.2 度，東経 120.6 度，震源の深さ 20 キロメ

ートル，死者 106 人，負傷者 650 人，家屋全壊

10,502 戸，家屋損壊・半壊 25,818 戸であっ

た［8］,［9］．

　嘉義市の市街地では火災が発生したが，余震

が続き消火が困難であったため，焼失面積は

7,848 平方メートルとなった［20］．

2.3　台湾省防救天然災害及び善後処理方法の

時期（ 1965 年 5 月～1994 年 7 月）

　白河地震の教訓を受け，台湾省政府（注）は 1965

年に「台湾省防救天然災害及び善後処理方法」

を制定した［4］,［21］．対象は風災・水災・震災で，

組織を任務編組と明記し，省の災害防救会議

（災害防救会報）と下部の総合防救センター，県
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市の防救災害指揮部など階層別指揮を規定し

た［22］．台北市は，「臺北市防救天然災害及善後

處理辦法」により，市長を指揮官とする市災害

防救センターと，防救・治安・応急修理・収容・

救済・医護などの機能分担を明文化した［23］．し

かし，この法制度は主に災害時の捜索や救助活

動に焦点を当てており，災害発生時には中央政

府に「総合防救センター」が設置されるにとど

まり，地方自治体を含む防災行政の包括的な体

制や，防災計画の策定は依然として制度化され

ておらず，実際の対応は警察や軍隊による中央

政府主導の動員体制のままであった［2］．すなわ

ち，災害を未然に防ぐといった方策は存在しな

かったと考えられる．

　この時期に発生した大規模な災害は，瑞穗地

震，六三水災であった．

　瑞穗地震は，1972 年 4 月 24 日に発生し，瑞

穂郷を中心に被害が発生した．地震の規模は，

マグニチュード 6.9，震源の位置北緯 23.9 度，

東経 120.8 度，震源の深さ 15 キロメートル，死

者は 5 人，負傷者は 27 人，家屋全壊 50 戸，家

屋損壊・半壊 98 戸であった［8］,［24］．地震発生直

後に瑞穂郷の花蓮県消防警察隊が直轄出動し，

被災集落への初動展開を実施．県庁・郡役所か

らの命令伝達後，現地指揮所へ急行した［24］．山

間部を中心に倒壊家屋が多発したため，消防警

察隊の小規模救助隊が救助用ロープ・担架を携

行し，被災者の捜索と搬送を行った［24］．

　六三水災は，1984 年 6 月 2 日夜から 3 日未明

にかけて台湾北部を中心に発生した都市内水害

と 河 川 氾 濫 が 複 合 し た 大 規 模 水 害 で あ っ

た［25］,［26］．梅雨前線に伴う対流系が深夜から未明

に発達し，台北盆地の低地で広域の浸水を引き

起こした［27］．台北観測所では 6 月 3 日午前 2 時

から午前 8 時の 6 時間降雨量が 248mm に達し，

短時間集中豪雨が観測された［28］．この豪雨によ

る死者 33 人，行方不明 4 人，負傷 6 人であっ

た［29］．災害後は基隆河水系の抜本的な治水が推

進され，曲がりくねった道の直線化や員山子分

洪道の整備が進められた［30］,［31］．

2.4　災害防救方案時期（1994 年 8 月～2000 年

6 月）

　1994 年 1 月，米国ロサンゼルス郊外を震源と

するノースリッジ地震が発生した．この災害か

ら得られた教訓を受けて，台湾行政院は関係機

関を集め，従来の「台湾省防救天然災害及び善

後処理方法」を廃止し，新たに「天然災害防救

方案」を策定した［4］．さらに同年 4 月には，日

本の名古屋空港において中華航空機が墜落する

事故が発生し，日本政府および愛知県・名古屋

市の迅速かつ適切な対応は，台湾においても高

く評価された［4］．これを受けて，台湾政府（注1）は

既に策定していた防災方案の内容を拡充し，同

年 8 月に「災害防救方案」として正式に公布し

た［4］．

　1994 年 8 月，行政院が「災害防止救助法案」

を提案し，全国体制を中央，省，県，郷鎮の四

層で設計し［16］，総合防災への転換を明文化した．

1995 年 3 月 1 日に内政部消防署が設置され，消

防行政が警察から分離して中央で専管化し，地

方も順次消防局に改組された［32］．

　この時期に発生した大規模な災害は，賀伯台

風（平成 8 年台風第 9 号），集集大地震（以降

921 地震）であった．

　1996 年 7 月 31 日〜 8 月 1 日にかけて上陸し

た賀伯台風は，記録的豪雨により広域で洪水・

土砂災害を引き起こし，死者 51 人・行方不明

22 人であった［33］．同台風は台湾に影響した熱帯

低気圧として最上位クラスの多雨台風と位置づ

けられ，山地を中心に記録的降雨と 1,300 件超

の地すべりが確認された［31］．

　921 地震は，1999 年 9 月 21 日に発生し，南投

県集集鎮付近を中心に被害が発生した．この地
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震は，台湾で 20 世紀最大の地震災害とされ，多

くの建物やインフラが被害を受けた．地震の規

模は，マグニチュード7.7，震源の位置北緯23.8

度，東経 120.8 度，震源の深さ 33 キロメート

ル，死者 2,415 人，負傷者 11,305 人，家屋全壊

51,711 戸，家屋損壊・半壊 53,768 戸であっ

た［34］,［35］．

　921 地震の甚大な被害は，後述の「災害防止

救助法」制定・通信・情報指揮体制・特別救助

隊整備の直接の契機になった［4］,［36］．すなわち，

行政院は「国家科学委員会」に主導を委ね，内

政部消防署とも連携しながら，日本やアメリカ

などの先進諸国における制度や事例を参考に，

「災害防止救助法」の改正案の検討を進めた［4］．

921 地震は台湾の地震対策の節目となるもので

あった．

2.5　災害防救法時期（2000 年 7 月～2009 年 11 月）

　921 地震の発生を受けて，台湾政府は今後の

大規模災害への迅速な対応体制の構築を目指し，

2000 年 7 月「災害防止救助法」を改正した．同

法では，応急期は地方消防（県市消防局・分隊）

と内政部消防署が救助の中核として，国軍の大

規模投入が救援を補完することと規定され

た［37］．また，常設の災害対策体制（計画体系，

専門家会議，技術センターなど）を法定化し，

内政部消防署を中枢に，地方消防局が都市型捜

索救助・救急医療サービス・建物応急危険度判

定・避難所運営などを一体で運用する枠組みが

整備された［4］．また，同法の制定を契機として，

「平常法の遵守」と「非常時の迅速対応」をどう

両立させるか，という議論が始まった．通常時

の法律・行政手続きは安全性・適法性を重視す

るが，災害発生直後にはそれがかえって許認可

手続きや権限委譲の遅れが対応の遅滞を招く足

かせになる場合があるとしている［38］．

　この時期に発生した大規模な災害は，納莉台

風（平成 13 年台風第 16 号），花蓮沖地震であっ

た．

　納莉台風は，2001 年 9 月 16 日 21 時 40 分頃，

台湾の東北角—宜蘭県頭城鎮付近に上陸し，そ

の後本島に約 49 時間 20 分もの長時間停滞し

た［39］．主に台湾北部の台北盆地が洪水によって

甚大な被災を受け，特に台北市内の MRT（地

下鉄）や地下街など都市インフラが深刻な浸水

被害を受けた［40］．納莉台風による人的被害は，

全台湾で死者 94 人，行方不明，10 人，負傷者

265 人であった［41］．災害後，約 8,000 名にのぼ

る国軍部隊が動員され，道路や住居の泥濘除去，

救援物資の輸送などが行われた．また，農林漁

牧業を含む経済的損失は総額で約 300 億元に達

した［39］．

　花蓮沖地震は，2002 年 3 月 31 日に発生した．

地震の規模は，マグニチュード 7.1，震源の位

置北緯 24.41 度，東経 122.21 度，震源の深さ

33 キロメートル，死者は 5 人，負傷者 213 人で

あった［42］．内政部消防署の中央指揮所が即時に

被災地の花蓮県消防局へ出動命令を発出した．

その後，花蓮県消防局の部隊が主要被災箇所へ

出動し，倒壊家屋内の捜索救助，負傷者の現地

救護と病院搬送を実施した［43］．

2.6　災害防救法修正の時期（ 2009 年 12 月～

2017 年）

　2009 年 8 月，台湾はモラコット台風（平成 21

年台風第 8 号）の直撃を受け，死者 699 名を数

えた．特に南部の高雄県小林村では，深層崩壊

による大規模な土石流が発生し，村全体が土砂

に飲み込まれる壊滅的被害となった［44］．このよ

うな複合型大災害の発生を契機に，台湾政府は

既存の災害防止救助法体制の再検討に着手し

た．2009 年 12 月 18 日，行政院が提出した「災

害防止救助法修正草案」が立法院において審

議・可決され，翌 2010 年には修正法が正式に成
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立した［4］．

　2009 年 11 月に災害防救法の一部改正案が行

政院で可決されたのち，2010 年 7 月立法院で三

読通過され，地方政府の権限強化，受援・復旧

復興の迅速化などが明文化された［45］．

　この時期に発生した大規模な災害は，台湾南

部地震であった．

　台湾南部地震は，2016 年 2 月 6 日に発生し，

高雄市美濃区を中心に被害が発生した．地震の

規模は，マグニチュード 6.4，震源の位置北緯

22.92 度，東経 120.54 度，震源の深さ 14.6 キ

ロメートル，死者は 117 人，負傷者 551 人であ

った［46］．

　台南市永康区での維冠金龍大楼の倒壊は，単

一の建物の倒壊による死傷者数としては台湾史

上最多となった［47］．土壌液状化が台南沿岸部で

発生し，道路沈下や配水管破断を誘発した．高

雄—台南間の高架道路や台鉄線は数日で応急復

旧したが，全国停電率 18％を記録した．被災 72

時間で 4,000 名以上の消防・国軍・民間救助隊

が投入され，100 名超を瓦礫から救出された［48］．

2.7　災害防救法の一部改正案制定以後（ 2017

年～現在）

　2017 年以降，災害防救法は，気候変動やデジ

タル化，パンデミックなど新たなリスクに対応

するための条文整備が相次いで行われてきた．

　2018 年 All-Hazards 原則が導入され，あらゆ

る災害を総合的に扱う体制が条文化された［37］．

2020 年，中央災害対応センター前進協調所の設

置規定が追加され，山地原住民区における防救

業務の実施範囲が明文化された［49］．2022年山地

原住民区，救災資源庫，優先使用通信伝播手段

に関する条文が新設され，全国的に前進協調所

の運用細則を整備された［50］．2025 年勧告・強制

避難および拡大災害防止のための除去権限」が

追加され，行政区域単位での迅速避難措置と危

険設備撤去の法的根拠が強化された［51］．

　この時期に発生した大規模な災害は，0403 地

震であった．

　0403 地震は，2024 年 4 月 3 日に発生し，花蓮

県を中心に被害が発生した．地震の規模はマグ

ニチュード 7.4，震源の位置北緯 23.86 度，東

経 121.58 度，震源の深さ 15.5 キロメートル，

死者は 18 人，負傷者は 1,147 人であった［52］,［53］．

花蓮市街地では，452 棟の建物が損壊し，1,900

世帯以上の家屋が解体や修繕が必要な状況であ

った［54］．

　同地震では，災害防救法の一部改正により構

造要因の検証と救助運用の標準化が進展ことか

ら，内政部消防署の統計，広域救助，道路啓開，

トンネル救出，危険度判定等を行政主導で統合

運用され［29］，技術面ではドローン・GIS・衛星

通信等の活用が報告されている［55］．

3．まとめ

　台湾の災害対応体制は，時代とともに「行政

制度の設計→消防組織の編制・専門化→現場対

応プロセスの標準化」という相互補強的な進化

を遂げてきた．

　まず，日本統治期（1895–1945）に官設消防

組が制度化され，太平洋戦後（1946–1965）は

「消防警察隊」として警察系統のもとに消防活動

が運用された．1965 年には省レベルで災害時の

指揮系統と地方自治体の機能分担が明文化され

た．1994 年の「災害防救方案」策定では中央—

省—県—鎮の四層体制が整備された．1995 年に

内政部消防署が設置されて消防行政が警察から

分離・専管化されると，2000 年の「災害防止救

助法」制定により中央と地方が連携する常設対

策組織が法的位置付けを得た．モラコット台風

後の2009年以降は中央災害対策本部の権限強化

や e-CIMS 導入などで情報共有・PDCA サイク

ルが定着し，2018 年の All-Hazards 原則導入と
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デジタル防災基盤（SNS 避難情報配信・IoT モ

ニタリング），2025 年の強制避難指示・除去権

限付与によって，あらゆるリスクに対応できる

分散型かつ迅速な体制へと移行している．

　消防は当初の自治的な小規模組織から，戦後

の警察系運用を経て専管行政へ再編・高度化し，

現在では消火のみならず救助・救急・危険度判

定・道路啓開・避難所運営といった総合任務を

担うまでに機能拡張された．梅山地震から 0403

地震に至る主要地震の各事例では，倒壊救出や

延焼警戒，救護所運営，交通確保などの初動対

応の改善が徐々に進み，蓄積された経験をもと

に2025年には「警報発令→現地指揮所設置→広

域応援→インフラ応急復旧」という運用が標準

化・迅速化してきた．

　効果的な災害対応体制を構築するためには，

単に制度を整備するだけでは不十分であり，行

政組織と現場オペレーションを一体化させた上

で，継続的な改善プロセスを確実に行っていく

ことが不可欠である．このようなサイクルを日

常的かつ計画的に回し続けることによって，多

様な地域リスクに先行して対応し，現場レベル

の即応性を持続的に向上させることができる．

台湾においては，国（中央）は資源を動かし，

自治体は現地の知識を活かし，現場はすばやく

対応するという三層の連携モデル，そして実災

害から得られた教訓を迅速に制度やマニュアル

にフィードバックする経験や制度フィードバッ

クの仕組みを構築している．これは，地理的・

制度的条件を問わず他の国々にも応用可能であ

り，巨大災害に立ち向かう行政・消防・地域社

会の共通基盤となりうるであろう．

注
　中央政府の名称が時代によって内政府，台湾省政
府，台湾政府などと変遷しているが，吳［4］の表記に
従った．
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